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第１章 今金町まち・ひと・しごと創生総合戦略策定にあたって 

１．総合戦略策定の背景及び趣旨 

 今金町は、2014 年 12 月 27 日付け閣副第 979 号内閣審議官通知により、本町の人

口の現状と将来の展望を提示する人口ビジョンを策定し、これを踏まえて、第 1 次今金

町まち・ひと・しごと創生総合戦略（以下、「第 1 次総合戦略」という。）を策定し、５

か年の目標や施策の基本的方向、具体的な施策をまとめ推進を図ってまいりました。 

 総合戦略策定の目的は、国が策定した「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の基本的な

考え方や政策５原則等を基に、本町における人口減少と地域経済縮小の克服、まち・ひ

と・しごとの創生と好循環の確立を目指すことにあり、第 1 次総合戦略の計画期間は２

０１５年から 5 か年までであり、この間、基本目標の実現に向け、施策を展開してきま

したが、計画期間が２０１９年で最終年度を迎えたことから、施策展開によるＫＰＩ評

価、事業成果、課題等を踏まえ、第 2 次今金町まち・ひと・しごと総合戦略（以下「第

2 次総合戦略」という。）を策定します。 

 

〈まち・ひと・しごと創生法（平成 26（2014）年法律第 136 号）第 10 条 抜粋〉 

第 10 条 市町村は、まち・ひと・しごと創生総合戦略（都道府県まちひとしごと創生総合

戦略が定められているときは、まち・ひと・しごと創生総合戦略及び都道府県ま

ち・ひと・しごと創生総合戦略）を勘案して、当該市町村の区域の実情に応じたま

ち・ひと・しごと創生に関する施策についての基本的な計画（市町村まち・ひと・

しごと創生総合戦略）を定めるよう努めなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「しごと」 
「雇用の質・量」の確保・向上 

「ひ と」 
有用な人材確保・育成、結婚・出産・

子育てへの切れ目ない支援 

「ま ち」 
今金町の地域特性に即した課題の解決 

「しごと」と「ひと」の好循環、それを支える「まち」の活性化 
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２．総合戦略策定の位置付け 

第 2 次総合戦略は、第 5 次・第 6 次今金町総合計画（以下「総合計画」という。）の重

点戦略に基づき、人口減少や少子化対策に対して、より効果的と考えられる施策を整理し

定めるものです。 

 また、別途改訂する人口ビジョンにおいて示す、本町における人口の現状や課題及び目

指すべき将来の方向性を踏まえ、さらに国や北海道の総合戦略を勘案し、策定するものと

します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         

 

 

 

 

 

 

 

 

■第1次今金町まち・ひと・しごと創生総合戦略の検証と 

第2次今金町まち・ひと・しごと創生総合戦略の「新たな視点」 

  

 

 

 

 

第 2 次総合戦略 

第第 5 次今金町総合計画【2011～2020】 

第 6 次今金町総合計画【2021～2030】 

人口ビジョン 
目指すべき将来の方向  

重点戦略に基づき策定及び推進する 

国及び北海道の戦略を勘案 

లਟன஦भৰਠ�

৔ઍ॑౷ऽइञੁ৒�

ତ

়�

国のまち・ひと・しごと創生総合戦略 北海道地方創生総合戦略 

・地方へのひと・資金の流れを強化する➡ 関係人口、企業版ふるさと納税 

・新しい時代の流れを力にする    ➡ Society5.0、ＳＤＧｓ、地方から世界へ 

・人材を育て活かす         ➡ 掘り起こし、若者人材活躍支援 

・民間と協働する          ➡ ＮＰＯ，地域づくりを担う企業等連携 

・誰もが活躍できる地域社会をつくる ➡ 女性、高齢者、障がい者、外国人等が 

                 活躍社会の形成 

・地域経営の視点で取り組む     ➡ 地域をマネジメント 
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３．総合戦略の政策５原則 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

自立性 将来性 地域性 

直接性 結果重視 

各施策が一過性の対症療

法的なものにとどまらず、

構造的な問題に対処し、今

金町の自立につながるよう

にする。 

明確なＰＤＣＡメカニズム

の下に、短期・中期の具体的

な数値目標を設定し、政策効

果を客観的な指標により検証

し、必要な改善等を行う。 

限られた財源や時間の中

で、最大限の成果を上げる

ため、施策を集中的に実施

する。住民代表・産官学金

労の連携を促すことによ

り、政策の効果をより高め

る工夫を行う。 

客観的データに基づ

き実状分析や将来予測

を行い、総合戦略を策

定するとともに、同戦

略に沿った施策を実施

できる枠組みを整備す

る。 

自主的かつ主体的に、

夢を持って前向きに取り

組むことを支援する施策

に重点を置く。 
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４．計画の体系と期間 

 国の示す政策４分野『①安定した雇用を創出する ②新しいひとの流れをつくる 

③若い世代の結婚・出産・子育ての希望を叶える ④地域をつくり安心な暮らしを守ると

ともに地域と地域を連携する』ごとに５年後の基本目標を設定します。 

その際、基本目標は、実現すべき成果に係る数値目標とします。 

 また、政策分野ごとに講ずべき施策の基本方向と具体的な施策を記載し、各施策の効果

を客観的に検証できる指標（重要業績評価指標（ＫＰＩ）Key Performance 

Indicators）を設定します（計画期間：２０２０年度から２０２４年度までの５年間）。 

５．計画のフォローアップ 

 第 1 次総合戦略をベースとし、今後策定される北海道の総合戦略等との整合を図りな

がら、広域的な連携を進めるとともに、「地域経済分析システム」による、詳細な経済分

析を加味するなど、随時、必要な見直しを行っていきます。 

 また、取り組み推進に当たっては、地方創生推進交付金等の国の財政的支援制度や「地

方創生コンシェルジュ」制度などの人的支援制度を含め、国の支援制度を積極的に活用す

ることとします。 

 

６．効果の検証と改善について 

 本計画の施策・事業の効果の検証は、ＰＤＣＡサイクルによる効果的な見直し、改善

を実施していきます。 

 検証については、外部有識者等を含む検証機関を設置し、基本目標の数値目標及び具体

的な施策に係るＫＰＩの達成度を検証していきます。 

 また、議会において総合戦略の効果検証についての報告をしていきます。 

•総合戦略の成果
の客観的な検証

•施策の見直しや
戦略の改訂

•具体的な施策の
実施

•今金町総合戦略
の策定

Plan

（計画）

Do

（実施）

Check

（評価）

Action

（改善）



第 2次今金町まち・ひと・しごと創生総合戦略 IMAKANE INTEGRATED STRATEGY 

 

6 

 

第２章 基本目標と政策分野 

１．今金町の人口について 

本町の人口構成及び産業人口 

・本町の人口構成は、道と比べて少子高齢化が一層進んでおり超高齢社会に入っていま

す。 

 また、産業人口では、第１次産業の比率が道全体の約４倍と高く、第３次産業は 1

９％ほど低くなっています。 

 

 

 
（２０１５ 国勢調査） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 今金町 北海道 国 

総人口 ５，６２８人 5,357,487 人 12５,640,987 人 

15 歳未満人口 

（割合） 

５６６人 

（10.0%） 

608,296 人 

（11.3%） 

15,886,810 人 

（12.6%） 

15～64 歳人口 

（割合） 

2,965 人 

（5２.7%） 

3,190,804 人 

（59.6%） 

76,288,736 人 

（60.8%） 

65 歳以上人口 

（割合） 

2,097 人 

（37.３%） 

1,558,387 人 

（29.1%） 

33,465,441 人 

（26.6%） 

15 歳以上就業者数 

（就業率） 

2,825 人 

（55.８%） 

2,300,158 人 

（4８.４%） 

55,757,100 人 

（44.3%） 

第１次産業 820 人 29.0% 170336 人 7.4% 2,221,699 人 4.0% 

第２次産業 386 人 13.6% 411569 人 17.8% 13,920,834 人 25.0％ 

第３次産業 1,592 人 56.4% 1718253 人 74.８% 39,614,567 人 71.0％ 
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２．今金町の特性（強み）と政策展開の視点 

■優れた自然環境と生産環境が保たれている 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■農業を基幹産業として、安全で安心な農産物生産を進めている 
     

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

特性と背景 

○美しい山林があり、豊かな水、

肥沃になった農地もある。 

○町を東西に流れる一級河川後志

利別川は、毎年行われている水

質調査で、過去１8 度「日本一

きれいな川」となり、その清ら

かさを誇っている。その清流に

は 10 科 23 種の魚が確認され

サクラマスをはじめとした川と

海とを行き来する回遊魚が多く

生息しており、町にとって母な

る川となっている。  

政策展開の視点 

○豊かな自然資源の活用と積極的な情報発

信により、国内外との交流や観光振興に

役立てるとともに、一層の地域振興を図

る。 

○優れた自然環境と共生する持続可能なま

ちとして、定住の地として選ばれる要件

につながる。 

特性と背景 

○農業を基幹とする産業が興さ

れ、水稲、馬鈴薯(今金男爵)、

麦、大豆などのほか、ダイコ

ン、ニンジン、ミニトマトなど

高収益作物が作られており、「今

金型地域複合経営(「規模拡大」

と「集約」)」を目指している。  

政策展開の視点 

○安全・安心な農産物の特産振興。 

○第２次産業、第３次産業との連携による

加工・販売の拡大(第６次産業化)。 

○新規就農の確保による担い手と高齢化へ

の対策。 
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■安全な環境のもと安心して住まえる 

 
 

 

 

 

 

■医療・福祉・教育サービス機能が保たれている 

 
 

 

 

 

  

 

 

 

■“協力意識”と“行動力”のある町民 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特性と背景 

○サークル、グループ、団体等の

活動が停滞なく行われ、“協力

意識”と“行動力”のある人が

数多く活躍しており、まちづく

りが保たれている。 

政策展開の視点 

○民官一体、「協働」のまちづくりとよ

り一層の町勢の振興。 

特性と背景 

○認定こども園いまかね、へき地

保育所、学童保育所、２小学

校、１中学校などの教育施設、

総合体育館、介護老人保健施

設、国保病院などにより医療・

福祉・教育サービスが提供され

ている。 

政策展開の視点 

○施設の利活用によるサービス提供の確

保により、住む人の安心感と充実感を

高めていく。 

特性と背景 

○交通事故、犯罪の発生も少な

く、加えて、自然災害の発生

も少なく、大きな被害もない

立地環境にある。 

政策展開の視点 

○安全に住まえ、安心して子育てができ

る、「みんなで育てよう未来を担ういま

かねの子」を目指すことができる。 
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３．今金町のまちづくりの課題 

 これからの本町のまちづくりにおいて解決していくべき戦略的課題を以下のとおり整

理します。 

課   題 取 組 の 方 向 

課題１ 人口減少対策 

 

バランスのとれた総合行政を行える適正人口規模を探る。 

・救急時医療、かかりつけ医療の確保 

・高齢者・障がい者・乳幼児などへの福祉サービスの提供

と体制確保 

・幼児・初等・中等教育の確保充実 

・日常的買い物機能の確保 

・住民活動・自治会運営の確保 

課題２ 雇用の確保対策 民間での雇用の受け皿づくりと地域産業と福祉が調和した

雇用の確保 

・女性の就業拡大、高齢者、障がい者の雇用確保 

 

課題３ 所得の確保対策 子どもを生み、育て、家族が二世代・三世代で暮らしを営

むために働き、所得を得られるようにする 

 

課題４ 生涯プランの構築対策 時代にあった地域をつくり、安心して暮らし続けられるよ

うな対策に取り組む。 

・医療・福祉・介護サービスの確保 

・住居の確保 

・地域公共交通等の日常生活の支援 

・生きがいづくり 

・空き家対策 

・防災・減災対策 

課題５ 今金町のイメージアッ

プ対策 

タウン・プロモーションは地域再生、観光振興、住民協働

など様々な概念が含まれている。タウン・プロモーション

の捉え方は、そこに住む地域住民の愛着度の形成と考えら

れ、その先には、地域の売り込みや自治体名の知名度の向

上とも捉えることができる。さらに、自らの地域のイメー

ジを高め経営資源の獲得を目指す活動と考えることもでき

る。タウン・プロモーションの取組は、多方面に広がって

いく能動的な活動として戦略的に取り組む。 
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４．今金町人口ビジョンの達成に向けて 

（１）現状と課題の整理 

本町の人口は一貫して減少傾向にあり、201５年の総人口は、1960 年と比べると

6,811 人（54.7％）減少しています。 

年齢３区分別人口から現在の人口構造を見てみると、1960 年代までは生産年齢人

口は増加していたものの、1970 年代に入ってからは、生産年齢人口、年少人口とも

に減少に転じています。 

また、1990 年代には老年人口が年少人口を上回りその後も増加を続けています。 

人口減少は一般的には、「第１段階：老年人口の増加（若年人口は減少）」「第２段

階：老年人口の維持・微減（若年人口は減少）」「第３段階：老年人口の減少（総人口の

減少）」の３つの段階を経て進行するとされています。本町においては、20２５年以降

老年人口の減少が加速し、全国よりも 30 年も早く「第３段階：老年人口の減少（総人

口の減少）」へと入っていくことが見込まれています。 

自然増減については、1970 年代までは出生数が死亡数を大きく上回っていたもの

の、1986 年からは出生数の減少に伴い、死亡数が出生数を逆転する「自然減の時代」

が続いており、その差も大きくなってきています。これは、生産年齢人口の減少に伴う

子育て世代の減少が主要因と考えられており、将来的な自然増を図るため、子育て支援

策などを推進することが今後の課題となっています。 

社会増減については、転入数、転出数ともに年による変動はあるものの、一貫して転

出超過（社会減）が続いており、特に 10 代後半から 20 代前半での人口流出が多くな

っています。 

将来の人口推計について、国立社会保障・人口問題研究所（以下、社人研）の推計に

よると、2015 年に 5,628 人であった人口が、2060 年には 2,013 人まで減少する

（64.2％減）と推計されています。 
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社
会
増
減
数
（
人
） 

自然増減数（人） 

【人口目標設定のための分析１（総人口の推移に与えてきた自然増減と社会増減の影響）】 

【人口目標設定のための分析２（将来人口に及ぼす自然増減・社会増減の影響度の分析）】 

また、社人研推計をベースとしたシミュレーション１（合計特殊出生率が人口置換水

準の 2.1 まで上昇した場合）とシミュレーション２（合計特殊出生率が人口置換水準の

2.1 まで上昇し、かつ人口移動がゼロで維持推移した場合）の人口推計を行った結果、

2060 年にはシミュレーション２の場合と比べ、1,006 人（25.9％）の定住が確保で

きると予測されています。 

シミュレーション人口推計の分析から、町においては自然増減より社会増減の方が人

口に与える影響度は高くなっており、出生率の上昇や子育て支援策など自然増につなが

る施策の合わせ、転出抑制、転入促進などの社会増対策に取り組むことが特に重要であ

ると考えられます。 

 

 

 

 

 

 

  

 

    

   

 

  

分類 計算方法 影響度 

自然増減の影響度 

シミュレーション１の 2040 年推計人口=3,471 人 

パターン１（社人研推計準拠）の 2040 年推計人口=3,383 人 

影響度=3,471/3,383=102.60％ 

2 

社会増減の影響度 

シミュレーション２の 2040 年推計人口=4,281 人 

シミュレーション１の 2040 年推計人口=3,471 人 

影響度=4,281/3,471=123.33％ 

４ 

人口±0 ライン 

自然増減、社会増減ともにマイナスであるため、
人口増減数は減少を続けているが、グラフは上

方向へ推移しており、社会増減の減少幅は縮小
していることを表している。 

自然減 

社会増 

自然減 

社会減 

自然増 

社会増 

自然増 

社会減 

将来人口に及ぼす人口動態の影響度につい

て、今金町では、自然増減の影響度が「２（影響

度 105～110％）」、社会増減の影響度が「４（影

響度 100～110％）」となっています。この分析か

ら、出生率の上昇など自然増減の増加を図る施

策を進めることで 5～10％程度転出抑制など社

会増減の増加を図る施策を進めることで 0～

10％程度、社人研推計よりも将来の人口が増加

する効果があると予測されています。 

このことから、町において人口の出生率の上

昇など自然増につながる施策も必要ですが社

会増をもたらす施策に取り組むことが特に重要

であると考えられます。 

 
2018 年 
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（２）人口の将来展望 

 

 

 

社人研の推計では、2060 年の人口は、201５年の 5,628 人から 2,013 人まで減

少することが推計されています。人口推計シミュレーション２によると、人口減少対策

に取り組み、自然増減や社会増減が現状よりも改善されれば、2060 年の人口は

3,601 人となり、社人研の推計と比べて 1,588 人も施策効果により人口が増加するこ

とが見込まれています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今金町では、将来人口推計の分析などを踏まえ、2060 年に人口規

模 3,６00 人の維持を目指します。 

■合計特殊出生率の上昇 

国の長期ビジョンにおける合計特殊出生率と同程度の目標を目指し、2030 年までに人口

置換水準の 2.1 を達成し、以降は 2.1 の維持を図ります。 

■社会増を図る 

10 代後半～20 代前半での人口流出が多くなっている町の現状を改善し、若い世代の就労の

希望を実現するための雇用環境の創出を図るとともに、安心して子育てをできる環境も整え、

若年層、子育て世代の社会増を図り、町全体の転出数、転入数が同数（人口移動が均衡しゼロ

となる）程度となることを目指します。 

2013

5628

3601

2000

2500

3000

3500

4000

4500

5000

5500

6000

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

今金町の人口の推移と長期的展望①

社人研推計準拠

シミュレーション２（合計特殊出生率が人口置換水準の2.1まで上昇し、かつ人口移動が均等した場合）

施策効果により、3,600人の

人口の維持を目指します。

（人） 
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人口の長期的展望を年齢３区分別に見てみると、年少人口（０～14 歳）は、合計特

殊出生率の向上と社会減から社会増への転換により、2025 年以降増加に転じ、2045

年以降は横ばいで推移します。構成割合は、2020 年以降上昇を続け、2055 年には

15.0％に達します。 

生産年齢人口（15～64 歳）は、年少人口より遅れて合計特殊出生率の向上の効果

があらわれるため、2050 年頃までは減少を続けますが、その後は横ばいで推移しま

す。構成割合は、2040 年頃まで横ばいで、以降は上昇に転じます。 

老年人口は、2030 年まで増加を続けたあと、以降は減少して推移します。構成割

合は、2030 年頃にピークを迎え、合計特殊出生率の向上の効果も相まって老年人口

の割合は緩やかに減少することが予測されています。 

566 527 543 554 571 580 580 577 569 558 

2,965 
2,682 2,462 2,287 2,180 2,018 1,912 1,868 1,862 1,918 

2,097 

2,110 

2,019 1,927 
1,771 

1,682 
1,579 1,443 1,296 1,124 

5628
5318

5024
4767

4522
4281

4071
3888

3727
3601

10.0% 9.9% 10.8% 11.6% 12.6% 13.5% 14.2% 14.8% 15.2% 15.5%

52.7%
50.4%

49.0% 48.0%

48.2% 47.2% 47.0% 48.0%
50.0%

53.3%

37.3%
39.7% 40.2% 40.4% 39.2% 39.3% 38.8%

37.2%
34.8%

31.2%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

今金町の人口の推移と長期的展望②

年少人口 生産年齢人口 老年人口

年少人口割合 生産年齢人口割合 老年人口割合

（人） 
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【人口ピラミッド２０１５年現在）】 

【社人研推計人口ピラミッド 2060 年）】 【町目標将来人口ピラミッド 2060 年】 

50 150 250 350

50150250350
0～4歳

10～14歳

20～24歳

30～34歳

40～44歳

50～54歳

60～64歳

70～74歳

80～84歳

90歳以上

男性 女性

 

（３）人口ピラミッドで見る将来人口の人口構造 

 

 

 

 

 

 

  

 年少人口 生産年齢人口 老年人口 

2015 年 

国勢調査 

人口（人） 566 2,965 2,097 

比率（％） 10.0% 52.7% 37.3% 

社人研推計 

2060 年 

人口（人） 167 777 1,069 

比率（％） 8.3% 38.6% 53.1% 

シミュレーション２ 

推計（町目標） 

2060 年 

人口（人） 558 1,919 1,124 

比率（％） 15.5% 53.3% 31.2% 

50 150 250 350

50150250350
0～4歳

10～14歳

20～24歳

30～34歳

40～44歳

50～54歳

60～64歳

70～74歳

80～84歳

90歳以上

男性 女性

【総人口：5,628】  

【総人口：2,013 人】 

50 150 250 350

-350-250-150-5050150250350
0～4歳

10～14歳

20～24歳

30～34歳

40～44歳

50～54歳

60～64歳

70～74歳

80～84歳

90歳以上

男性 女性

【総人口：3601 人】 

【総人口：5,628 人】 
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 ５．今金町まち・ひと・しごと創生総合戦略の基本コンセプト 

本町は、これまで、農業を基幹産業としてまちづくりを進めてきました。近年では、

障がい者雇用・高齢者のケアをはじめ福祉関連施策に手厚い支援をしてきており、加え

て、福祉関連の従事者が多くいるように、今金町人口の大きな幹になっていることに示

される福祉のまちでもあります。 

これまで福祉施策、産業施策を推し進めてきたまちづくりの成果を踏まえるととも

に、町の人口の現状と課題を踏まえて、人口減少に歯止めをかけるためのバランスのと

れた人口構造の確立を目指すことを目標とし、第 1 次今金町まち・ひと・しごと創生

総合戦略で設定したコンセプトを継続して更なる推進を図ります。 

また、施策の推進にあたっては、本町における、人口減少と地域経済縮小の克服、ま

ち・ひと・しごとの創生と好循環の確立を目指すこととするため４つの基本目標をもと

に施策展開を進めていくこととします。 

【戦略の基本コンセプト】 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第 2次今金町まち・ひと・しごと創生総合戦略 IMAKANE INTEGRATED STRATEGY 

 

16 

 

６．今金町人口ビジョンを達成するための総合戦略の体系図 

 

 

1 障がい者が地域産業の担い手としての活躍の場づくり 

２ 地域の特徴を生かした産業連携によるモノづくり産業の振興 

３ 農林業における新規就農者の促進 

４ 担い手の育成対策の強化 

５ 求人情報の提供と情報発信の実施 

６ 産業後継者の育成奨励 

７ 足腰の強い地域産業構造の構築 

８ 空き家・空き店舗等を活用した起業支援や情報発信 

９ 多様な人材の活躍の推進 

 

 

  

 

１ 積極的な結婚支援や社会気運の醸成 

２ 町の特性を活かした子育て支援の推進 

３ 教育環境の整備による教育力の向上 

４ 子育て支援による働きやすい環境をつくりだす 

 

１ 町の拠点施設の整備による町の顔づくり 

２ 観光資源の発掘と地域特産品の活性化 

３ 地域の再生を加速化させる 

４ 定住・移住対策に係る条件整備の構築 

５ スポーツによる交流の推進 

６ 地域おこし協力隊への支援対策の推進 

７ 大学など連携活動の展開 

８ 中心市街地のにぎわい創出支援 

９ いまかね応援団のネットワーク強化 

１ 独自の自然・歴史資源の発信による地域の魅力向上 

２ 若者まちづくり活動支援 

３ 現在の生活基盤の維持のための支援の実施 

４ 広域連携による経済の活性化 

５ 地域ぐるみによる防災体制の充実 

６ 地域コミュニティの活性化 

７ まちのインフラの長寿命化・公共施設の維持管理の最適化 

８ 緊急時の医療の確保と地域医療等の充実 

今金町における安定した雇用を創出する 基本目標１ 

若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる 基本目標３ 

今金町へ新しいひとの流れをつくる 基本目標２ 

地域をつくり、安心な暮らしを守るとともに地域と地域を連携する 基本目標４ 
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第３章 第 1 次今金町まち・ひと・しごと創生総合戦略の総括結果 

  

 

 

 
 

基本目標１ 今金町における安定した雇用を創出する 

基本目標：町内産業総売上高 2012 年 220 億⇒現状維持 

196 億円（2016 経済センサス） 

未達成（人口減少に伴う産業総売上高減のため） 
施策 重要業績評価指標

（ＫＰＩ） 

基準値 

（2014） 

実績値 

2015~19 

成 果 課題 

（KPＩ未達成の理由等） 

障がい者が地域産

業の担い手として

の活躍の場づくり 

養護学校卒業生

の雇用 

５年→ 7人 

０人 １２人 

 

今金高等養護学校卒業生の

雇用促進につながった。 

障がい者が地域産業の担

い手として活躍できるよ

う更なる支援が必要。 

地域の特徴を生か

した産業連携によ

るモノづくり産業

の振興 

調査研究・開発

件数 

５年→５件 

０件 ９件 新型農業（水耕栽培等）の

調査研究支援や特産品開発

支援によって産業の振興に

つながった。 

新型農業等新たな産業の

調査研究への継続支援、

特産品開発支援の新商品

のＰＲ発信等が課題。 

農林業における新

規就農者の促進 

新規就農者数５

年→２人 

０人 ０人 

【未達成】

今金町で新規就農を希望す

る者が少ない。また、離農

者の農地は地元農業者にス

ムーズに譲渡・賃貸されて

おり新規就農希望者が新た

に農地を確保することは困

難。 

引き続き新規就農希望者

を含め農業研修生労働者

の受け入れの強化を図る

がＫＰＩ設定の見直しで

新規就農者の受け入れ条

件を明確化する。 

担い手の育成対策

の強化 

認定農業者数 

５年→200人 

２００人 ２２２人 ＫＰＩが 22 人増の認定農

業者数は評価できる。 

担い手の育成対策強化の

ための継続的支援が必要 

農地改良支援件

数 

５年→ 15件 

０件 ２０件 ＫＰＩが 5 件増の農地改

良支援実績は評価できる。 

農業の多面的機能保持や

土地改良整備等の支援が

必要 

求人情報の提供と

情報発信の実施 

Ｕ・Ｉターン移

住者数 

5年→ 22人 

０人 ２５人 ＫＰＩがＵ・Ｉターン移住

者の３人増の実績は評価で

きる。 

Ｕ・Ｉ希望者へ求人情報

提供と情報発信を継続的

に行う。 

産業後継者の育成

奨励 

産業後継者数 

5年→15人

(農)、7人(商) 

０人 農１３人 

商６人 

【未達成】 

農業・商工業後継者のＫＰ

Ｉは未達成であったが、育

成奨励事業は一定の評価が

できる。 

産業後継者数のＫＰＩ数

値の見直しが必要 

産業後継者育成は継続的

に必要。 

足腰の強い地域産

業構造の構築 

誘致企業数 

5年→３社 

0社 １社 

【未達成】

障がい者雇用を根ざした企

業を１社誘致した実績は評

価できる。 

 

地方進出検討企業からの

照会はあるが事業規模等

とのアンマッチや立地条

件（交通アクセス等）か

ら誘致が実現しない事例

もある。 

空き家・空き店舗

等を活用した起業

支援や情報発信 

空き家空き店舗

活用5年→5件 

0件 9 件 ＫＰＩが４件増の空家空店

舗活用実績は評価できる。 

空家空き店舗活用に関す

る情報発信や支援事業が

必要 

多様な人材の活躍

の推進 
支援登録者数 
5年→ 3人 

0人 5 人 ＫＰＩが 2 人増の支援登

録数は評価ができる。 

ふれあいファミリーサポ

ート支援登録者の促進が

必要。 
 

70%30%

基本目標１ ＫＰＩ 達成率

達成 未達成

第 2 次総合戦略の策定にあたっては、第 1 次総合戦略の成果や課題を評価検証し、 

これらを反映した計画にすることが重要です。 

ここでは、第 1 次総合戦略に基づいて実施した 2015 年度から 2019（見込み）年度までの

取り組みについてＫＰＩ達成度の成果や課題を示しております。 
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基本目標２ 今金町へ新しいひとの流れをつくる 

 

基本目標：転出超過 30 人（2014 年）⇒15 人（2020 年） 

 

39 人（2017 年実績） 

未達成（転出超過に歯止めがかからず転出増のため） 
施策 重要業績評価指

標（ＫＰＩ） 

基準値 

（2014） 

実績値 

2015~19 

成 果 課題 

（KPＩ未達成の理由等） 

町の拠点施設の整

備による町の顔づ

くり 

観光入込客数 

5 年→70,000 人 

59,000 人 70,000 人

 

国の交付金を活用してク

アプラザピリカを交流拠

点施設として再整備し

た。 

交流拠点施設整備の推進を

図るとともにソフト面の充

実を図ることも課題 

観光資源の発掘と

地域特産品の活性

化 

特産品販売客数 

5年→3,000人 

 

2,000 人 3,000 人 広域的な観光イベント等

での町のＰＲ活動や特産

品販売拡大など交流人口

増につながった。 

町内外への魅力発信とイメ

ージアップや観光資源の発

掘と地域特産品の更なる活

性化が必要 

地域の再生を加速

化させる 

 

移住定住相談件

数 5 年→25 件 

0 件 71 件 移住定住相談件数は、

年々増加傾向にあるがほ

とんどがちょっと暮らし

体験関係となっている。 

移住定住希望者の増加を図

るため知名度ＵＰや魅力の

ＰＲなどの更なる推進が必

要。 

ちょっと暮らし

滞在日数 

5 年→180 日 

134 日 84 日 

【未達成】

2017 年には延滞在日数

164 日まで増加した

が、ちょっと暮らし体験

のニーズはあり、交流人

口の一定の評価はできる 

施設減少によりＫＰＩが達

成できなかった。ちょっと

暮らし体験から移住定住へ

つながらないことが課題。 

定住・移住対策に

係る条件整備の構

築 

住宅(賃貸含む)

戸数 

5 年→ 8 戸 

0 戸 戸建 34 戸

賃貸 18 棟 

  52 戸 

マイホーム取得奨励事業 

賃貸住宅整備促進事業等 

住宅施策支援を重点的に

展開した結果ＫＰＩ達成

に大きくつながった。 

各種住宅施策支援の継続と

合わせ、空家等利活用を行

い、定住施策につなげるな

どの検討が必要 

スポーツによる交

流の推進 

スポーツイベン

ト参加者 

5 年→230 人 

178 人 337 人 ふれあい歩くスキー大会

は 4 町連携事業として実

施するなどスポーツ分野

における交流人口拡大に

つながった。 

新総合体育館完成によって

スポーツに親しめる環境が

整備され、更なるスポーツ

を通した交流機会の拡充が

図られる。 

地域おこし協力隊

への支援対策の推

進 

新規定住数 

5 年→ 3 人 

０人 4 人 地域おこし協力隊の様々

な活動によって地域の活

性化につながった。 

任期後、4 名が定住し

た。 

全国的に地域おこし協力隊

のニーズがあり、募集して

も応募がない状況。今後は

様々なツールを使い戦略的

な募集が必要 

大学など連携活動

の展開 

大学生受入者数 

5 年→15０人 

０人 

 

205 人 各大学との連携を通して

地域課題の解決を図るこ

とができた、また研修生

等受入等の促進も図っ

た。 

引き続き各大学との連携事

業を通して、専門分野や新

たな視点を取り入れ地域課

題の解決を積極的に図るこ

とが必要 

中心市街地のにぎ

わい創出支援 

経営改善普及事

業数 

5年→ 5件 

0 件 5 件 経営改善普及事業を通し

て中心商店街の振興と安

定改善につながった 

今後も中心商店街の振興と

安定改善を図るため継続し

て経営改善普及事業を促進

する必要がある。 
 

 

88%
12%

基本目標２ ＫＰＩ 達成率

達成 未達成



第 2次今金町まち・ひと・しごと創生総合戦略 IMAKANE INTEGRATED STRATEGY 

 

19 

 

基本目標３ 若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

 

基本目標：今金町合計特殊出生率 1.39⇒ 1.43（全国水準） 

今金町 1.39（２０１８） 

未達成（人口減少に伴い女性の割合が減少したため） 
施策 重要業績評価指

標（ＫＰＩ） 

基準値 

2014 

実績値 

2015~19 

成 果 課題 

（KPＩ未達成の理由等） 

積極的な結婚支援

や社会気運の醸成 

婚活参加人数 

５年→ 100人 

０人 115 人 結婚相談所主催の婚活交

流事業のほかに、せたな

町 2 町合同婚活交流イベ

ント事業を展開するなど

若い世代の出会いの場を

提供したことは評価でき

る 

婚活交流事業を通して出会

いの場を継続して提供する

が、その後の結婚までの展

開が課題。 

町の特性を活かし

た子育て支援の推

進 

妊娠届出者数 

5年→ 185件 

０件 124 件 

【未達成】

不妊症治療費等助成事業

の成果も表れているが、

経年的な婚姻数の減少に

伴い妊娠届出者数も減少

傾向にある。 

不妊症治療費等助成事業の

継続が必要。 

ＫＰＩは実績に基づき修正

が必要。 

妊婦健診受診券

利用率 

84%→維持 

８４％ ９６％ 妊婦健診の助成や内容の

拡充によって受診券利用

率については、ＫＰＩの 

１２％増で達成し評価で

きる。 

妊婦健診の助成の継続と健

診内容の拡充を更に図り、

産み育てやすい支援体制の

確立が必要 

集団保育・個別

保育実施人数 

５年→ 5人 

0人   5 人 集団保育・個別保育のＫ

ＰＩを達成することがで

きた。 

心身発達の心配や遅れのあ

る乳幼児に対し、集団保

育・個別保育を更に充実 

させることが必要 

年間出生数  

毎年 35人 

０人 30 人 

【未達成】

婚姻数は減少しているが

出生数が 30 人前後を推

移してきた。背景には、

第 2 子、3 子を出産する

世帯が増加したことが考

えられる。 

婚姻数が減少していること

が出生数減少に大きく影響

することから、結婚支援と

合わせ子育て支援（出産奨

励事業や保育料や医療費等

の助成）の更なる充実が必

要。 

教育環境の整備に

よる教育力の向上 

特認校児童数 

5年 → 5人 

0人 13 人 ＫＰＩを 8 人増で達成し

ているとおり、小規模特

認校の制度の特徴ある教

育活動へのニーズが高ま

っている。 

小規模特認校制度のさらな

る充実を図り地域の特色を

生かした教育活動の充実が

必要 

特別支援員の配

置 

5年→5人継続 

5人 5 人 特別支援員の配置により

きめ細かな学習支援体制

が図られ教育力の向上に

がっている。 

継続的に特別支援員の配置

が求められるが、支援員の

担い手不足が課題 

子育て支援による

働きやすい環境を

つくりだす 

待機児童数 

５年間ゼロの継

続 

0人   0 人 放課後児童クラブ充実に

よってＫＰＩの待機児童 

ゼロを継続できた。 

今後も放課後児童クラブ等

の充実を図り働きやすい環

境の支援が必要 

貸出しブース件

数 5年→5件 

 

0件 ５件 

 

貸出ブースとして町民セ

ンターこいもちゃん広場

を提供してきたが、それ

以外に貸出ブースがな

い。 

貸出ブースのニーズについ

て再検討が必要。 

77%23%

基本目標３ ＫＰＩ 達成率

達成 未達成
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 基本目標４ 地域をつくり、安心な暮らしを守るとともに地域と地域を連携する 

 

本町の住民基本台帳人口 5824 人（2015 年） 

       →目標  5576 人（2020 年） 

実績 5257 人（2019 年）未達成 

（社会減・自然減に歯止めがかからず人口減のため） 
施策 重要業績評価指

標（ＫＰＩ） 

基準値 

（Ｈ２６） 

実績値 

Ｈ27~31 

成 果 課題 

（KPＩ未達成の理由等） 

独自の自然・歴史

資源の発信による

地域の魅力向上 

宿泊客数 

5年→ 10,000

人 

7,979人 15257 人 自然などを利用した街の

魅力等を発信し宿泊客数

が増加している。 

今後とも、地域資源を活用

したＰＲ等発信をするとと

もに、受入態勢の整備が必

要。 

若者まちづくり活

動支援 

活動支援数 

５年→ 5件 

0件 13 件 まちおこしや人材育成を

支援事業の活用によって

地域の活性化が図られ

た。 

継続的にまちおこしや人材

育成を目的とした有志団体

の活動支援が必要。 

現在の生活基盤の

維持のための支援

の実施 

バスカード購入

者数 

５年→1,200人 

0人 641 人 

2017 終了

【未達成】 

期間限定の政策のため、

ＫＰＩは未達成だったが

幹線バスの利用促進策と

高齢者の外出機会の支援

として一定の成果が見ら

れた。 

バスカード購入助成事業に

代わる新たな生活交通支援

の検討が必要 

デマンドバス利

用者数 

5年→4,600人 

3400人 4600 人 
【達成予定】 

現在 4 地区で運行中、新

たに市街地運行によって

利用者増につながりＫＰ

Ｉ達成予定。 

町全体の地域交通サービス

の在り方を検討する必要が

ある。 

外出支援者数 

５年→ 120人 

 

0人 124 人 

 
ＫＰＩは達成 

外出支援者数 2017 で

終了 

次期ＫＰＩ設定を見直す 

 

広域連携による経

済の活性化 

連携事業数 

5年→ 10件 

0件 14 件 ＫＰＩは 4 件増で達成し

ており一定の成果があっ

た。 

北渡島檜山エリア檜山 7

町、定住自立圏等の事業検

証を行い継続検討が必要。 

地域ぐるみによる

防災体制の充実 

消防団員数 

5年→ 93人  

 

78人 81 人 

未達成 

人口減少に伴い、新入団

も減少している。 

今後も啓発活動を継続 

人口減少に伴い、新入団も

減少している。 

今後も啓発活動を継続 

地域コミュニティ

の活性化 

施設利用人数 

 5年→ 

20,000人 

 

17,798人 21,334 人 人口減少しているが、町

内１７施設利用者は増加

している。コミュニティ

が保持されている。 

更なる施設利用促進を図る

支援なども今後検討が必

要。 

まちのインフラの

長寿命化・公共施

設の維持管理の最

適化 

除雪路線延長 

5年→ 体制維

持 

体制維持 体制維持 除雪路線体制が維持さ

れ、一定の成果ある。 

ＫＰＩ設定を除雪路線延長

とするか再度検討する。 

 緊急時の医療の

確保と地域医療等

の充実 

健康相談・健康

教育者数 

5年→2,800人 

2,578人 1182 人 
【未達成】 

人口減少に伴い健康相

談・健康教育者数の設定

が未達成となった。 

人口推移や利用実績に基づ

く数値目標指標の検討が必

要。 

地域連携員の配

置 

5年→1人 継続 

1人 1 人 地域連携員の配置により

きめ細かな医療相談が図

られた。 

今後も、地域連携員による

医療相談サポートの継続が

必要。 
 

 

54%
11%

35%

基本目標４ ＫＰＩ 達成率

達成 達成予定 未達成
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第４章 第 2 次まち・ひと・しごと創生総合戦略における基本目標別施策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 今金町における

安定した雇用を創出

する 

２ 今金町へ新しいひ

との流れをつくる 

 本町の魅力を活かし、安心して働き、子育て

ができ、住み続けられるまちの実現のため、

『福祉と地域産業』を調和させる仕組構築な

ど人口減少対策に直結するアイディアを絞り

込んで総合戦略の重点施策を進めていく。 

【雇用の拡大、社会減、自然減の抑制】 

３ 若い世代の結婚 

・出産・子育てを 

かなえる 

４ 地域をつくり、安

心な暮らしを守るとと

もに地域と地域を連携

する 

優れた自然環境と生産

環境が保たれている 

 

 

 

今金町の強みと政策展開の視点 

医療・福祉・教育サービ

ス機能が保たれている 

 

 

 

 
“協力意識”と“行動

力”のある町民 

 

 

安全な環境のもと安心

して住まえる 

 

 

 農業を基幹産業とし

て、安全で安心な農産

物生産を進めている 

 

 

 

現 状 

【人口ピラミッド（平成 22（2015）年現在）】 

老年人口 2,097 
生産年齢人口 2,965 

年少人口  566 
計 5,628 

社会保障・人口問題
研究所推計 

【社人研推計人口ピラミッド（2060）年）】 

老年人口  1,069  
生産年齢人口 777 

年少人口  167 
計 2,013 

50 250

-350-15050250
0～4歳

10～14歳
20～24歳
30～34歳
40～44歳
50～54歳
60～64歳
70～74歳
80～84歳
90歳以上

男性 女性

50 250

50250
0～4歳

15～19歳

30～34歳

45～49歳

60～64歳

75～79歳

90歳以上

男性 女性

施策効果発揮後の姿 

施策効果による推計 

【町目標将来人口ピラミッド（2060 年）】 

100 300

100300
0～4歳

10～14歳
20～24歳
30～34歳
40～44歳
50～54歳
60～64歳
70～74歳
80～84歳
90歳以上

男性 女性

【人口ピラミッド（平成 22（2015）年現在）】 

老年人口 2,097 
生産年齢人口 2,965 

年少人口  566 
計 5,628 

50 250

-350-15050250
0～4歳

10～14歳
20～24歳
30～34歳
40～44歳
50～54歳
60～64歳
70～74歳
80～84歳
90歳以上

男性 女性

町目標人口では、

年少人口、生産年

齢人口の層が厚く

なり、老年人口の

比率も低くなる。 

老年人口 1,124 

生産年齢人口 1,918 
年少人口  558 

計 3,600 

2060 年に人口規模 3,600 人の維持を目指します。 
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基本目標１．今金町における安定した雇用を創出する 

（１）基本とする目標 

町内産業総売上高（経済センサス活動調査）【２０１６総売上高 １９６億円】 

 

を2024年も現状維持とする 

 

（２）講ずべき施策に関する基本的方向 

人口減少対策においては、地域の活力と持続可能性の基礎となる産業と雇用の創

出は必要不可欠なものです。 

本町の基幹産業である農業における「今金型地域複合経営」の促進、福祉分野で

の雇用の創出を図るとともに、民間での受け皿づくりにより女性、高齢者、障がい

者の就業機会の拡大を目指します。 

（３）具体的な施策・施策ごとの重要業績評価指数 

具体的な施策 主な取り組み 
重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

◆ 障がい者が地域産業の担い手としての

活躍の場づくり 

 

・今金高等養護学校卒業

生雇用の促進 

・各機関と連携した産業

支援体制の強化 

・新ビジネス創出となる

交流機会の提供 

 

 
養護学校卒業生の雇用 

2人（2018） 
5年間 →５ 人 

町内にある道立特別支援学校の卒業生に対

する就職相談や雇用主に対する相談・支援を

進め、学校生活から社会生活へのスムーズな

移行を図り、雇用と定住促進を進めます。 

◆ 地域の特徴を生かした産業連携によるも

のづくり産業の振興 
 

・新型産業参入への支援 

・特産品を活用した商品

開発の支援 

・Society5.0時代のスマ

ートで持続可能な農業

の調査研究 

 

調査研究・開発件数 
1件（2018） 

5年間→３件 新たな産業の調査研究を進めるとともに、

６次化(特産品を活用した)商品の開発の調査

の支援に取り組みます。 

◆ 農林業における新規就業者の促進  

・新規就農者総合支援 

・土地等の情報提供 

・農業基盤・林業基盤の

整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規就業者数 
0人（2018） 

5年間→ ２人 

農業 １人 

林業 １人 

 

 

多様な担い手の確保や育成を図りながら、

新規就農者の受け入れ条件を明確化し、長期

的な農業経営が可能な人材を確保する。   

林業については、高性能林業機械導入等によ

る、森林整備事業量増加に伴い、林業従事者の

新規雇用を促進する。 
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◆ 担い手の育成対策の強化 ・担い手確保対策・育成

支援 

・経営安定を図る事業へ

の経費助成 

 

 

認定農業者数 
222人（2018） 

５年間→200人 

 

支援件数 
４件（2018） 

5年間→ 20件 

経営の担い手育成・新規参入者の発掘など

地域産業の課題解決に努めます。また、農業経

営の収益と効率化の改善を支援します。 

◆ 農地の維持保全 ・農業の多面的機能保持 

・土地改良施設の計画的

整備、補修 

 

農地、農業用水路等の保全・管理のための共

同活動の取組や、中山間地域等における農業

生産活動を継続するための取組など、農業の

有する多面的機能の向上を図ります。 

◆ 求人情報の提供と情報発信の実施 ・Ｕ・Ｉターン者の就労

支援 

・就職情報発信等による

若者雇用の推進 

 

 

Ｕ・Ｉターン移住者数 

６人（2018） 
5年間→ １５人 

 

求人情報を収集することに加え、地方定住

のメリットを生かした町ホームページ・回覧

等による広報活動を行い、町内事業所の長期

的な人材育成を効果的・効率的に支援します。 

◆ 産業後継者の育成奨励 ・後継者育成に係る奨励

支援 

 

 

産業後継者数 
6人（2018） 

5年間→１０人(農)、 

２人(商) 

 

町内の農林商工業者の子弟が新たに町内で

後継者として従事した場合に育成奨励を実施

し、若者の雇用、定住促進につなげます。 

◆ 足腰の強い地域産業構造の構築 ・企業立地に向けた助成 

 

・テレワーク（企業人）

の誘致事業 

ワーキングスティ 

利用者数 

1人（2018） 

5年間→  １0人 

企業規模や創業段階に応じた段階的な助成

など企業ニーズに応じたインセンティブの充

実を図ります。また、地域の安全性をアピール

した企業及び個人起業家の誘致に努めます。 

◆ 空き家・空き店舗等を活用した起業支援

や情報発信 

・空き店舗活用・事業開

業の助成 

 

空家空店舗活用件数 
4件（2018） 

5年間→ ２件 

 
将来の本町の産業を担う起業者を対象と

し、空き家・空き店舗の貸出しの支援、小規模

テナント等による事業開業の支援を行いま

す。 

 ◆ 多様な人材の活躍の推進                  ・ふれあいファミリーサ

ポートの推進 

 

 

支援登録者数 

5人（2018） 

5年間→ ３ 人 
幅広い課題に対応する相談機能の仕組みづ

くりや様々な分野で支援・協働する人材のネ

ットワーク構築の推進に努めます。 

総合計画上の位置づけ 

■ 基本計画１３ 農林業振興（１）農業経営体質強化の促進 

■ 基本計画１３ 農林業振興（２）高品質で環境にやさしい農畜産物の安定生産の促進 

■ 基本計画１３ 農林業振興（３）販売強化 

■ 基本計画１３ 農林業振興（４）基盤整備による効率的な農地利用の推進 

■ 基本計画１３ 農林業振興（５）林業の振興 

■ 基本計画１４ 商工業振興（１）事業所の体力づくりへの支援・指導 

■ 基本計画１４ 商工業振興（２）多様なビジネス展開の促進 

■ 基本計画１４ 商工業振興（３）勤労者の就労環境の向上 
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基本目標２．今金町へ新しいひとの流れをつくる 

（１）基本とする目標 

 202４年までに本町からの転出超過数を2018年の約半分の31人とする  

2018年～転入数 162人、転出数 225人 

 

（２）講ずべき施策に関する基本的方向 

本町には美しい山林、一級河川後志利別川の豊かな水、肥沃な農地といったまち

の財産があります。観光だけではなく、様々な農林業体験イベントの開催や交流も

含めた誘客を図ることで、経済効果の創出と地域の活性化を目指すとともに、優れ

た自然環境と共生する持続可能なまちとして、定住の地として選ばれるよう移住・

定住の促進策などを推進していきます。 

また、ふるさと応援大使やさっぽろ今金会等の今金町出身者やゆかりのある方々

との連携を図り、町のＰＲ活動を通して新たな交流人口、関係人口の増加を推進し

ます。 

（３）具体的な施策・施策ごとの重要業績評価指数 

具体的な施策 主な取り組み 
重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

◆ 町の拠点施設の整備による町の顔づ

くり 

 

・公共的トイレの充実 

・物産販売拠点の推進 

 

 

 

年間入込客数 
63,000人（201８）  

５年後→ 現状維持 

特産品販売客数 
2,５00人(2018)  

５年後→ 3,000人 

地域独自の個性を生かした町の物産販売

等の拠点施設の充実を図ります。 

◆ 観光資源の発掘と地域特産品の活性

化 

 

・広域的な観光イベン

ト、特産品のＰＲ活

動など町の魅力を発

信 

・観光推進体制の強化

による交流人口の増

加対策 

・ＧＩ取得した今金男

しゃくを活用したＰ

Ｒ戦略の支援 

 

 

地域資源の価値を再発見し、磨き上げ、

発信することによって、地域の活力を生み

出し、町民の地域に対する誇りを醸成する

とともに、町内外へ本町の魅力を浸透させ、

本町の認知度向上やイメージアップを図る

ため観光特産品の販売の拡大など、観光の

活性化を通じた交流人口の増加を図りま

す。特にＧＩ（日本地理的表示）を取得し

た今金男しゃくのブランド力を活かした新

たなＰＲ等を支援します。 

◆ 地域の再生を加速化させる  

・着地型観光商品の開

発、販売促進 

・二次交通網の整備等

周遊観光システムの

確立 

・ちょっと暮らし事業 

 の更なる充実 

 

移住定住相談件数 
18件（2018） 

５年後→ ２５件 

 

ちょっと暮らし滞在日数 
８４日(2018)  

５年後→ 1０0日 

町には多くの魅力があるにも関わらず、

知名度の低さから人口流出が課題となって

いることから、良質な雇用の充実、歴史的

景観、自然環境の豊かさなど、魅力をPRし、

知名度を高めることにより、移住促進を推

進します。ちょっと暮らし事業等の更なる

充実を図ります。 
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◆ 定住・移住対策に係る条件整備の構

築 

 

・子育て世代の移住、

定住の促進 

・賃貸住宅に係る支援 

・町有地の積極的有効

活用の実施 

・空家等の利活用 

 

住宅(賃貸含む)戸数 

０戸（2019） 

5年間→ １０戸 本町に移住・定住するためのきっかけづ

くりに取り組み、移住・定住を支援する体

制を構築します。 

◆ スポーツによる交流の推進  

・スポーツに親しめる

環境整備 

・スポーツ分野におけ

る交流人口拡大 

 

 

 

スポーツイベント参加者 

200人（2018） 

5年間→ 2,000人 

 

スポーツイベントを通じた町内経済の好

循環を第一に、地域内、他地域の人々との

交流を活発化し、年間を通じ賑わいや活性

化が図られるまちづくりを目指します。 

◆ 地域おこし協力隊への支援対策の推

進 

 

・地域の人々・企業と

の交流などフォロー

アップ事業の展開 

 

 

 

新規定住数 

1人（2018） 

5年間  → 5人 地域おこし協力隊の積極的な活用及び任

期後に本町に定住できるよう就業の支援を

行います。 

◆ 大学など連携活動の展開  

・各大学との連携事業

の発展的展開 

・連携大学の研究フィ

ールド活動の誘致 

・研修生等の受け入れ

促進 

 

大学生受入れ者数 

90人（201８） 

5年間→   ４５０人 

北翔  30人 

国際大 30人 

東洋大 30人 

北翔大学や札幌国際大学等の連携事業活

動の充実をはじめ、福祉や農業関連の研究

活動生等の受け入れを進めます。 

◆ 中心市街地のにぎわい創出支援  

・商店街の振興と安定

改善に係る支援 

 

 

 

経営改善普及事業数 

1件（2018） 

5年間 → ５件 

新たな出会いや活躍の場、魅力や価値を

感じることができる場として、中心市街地

の機能向上を図ります。 

◆ いまかね応援団のネットワーク強化 ・さっぽろ今金会等の

連携事業 

・ふるさと応援大使協

力事業 

・ふるさと納税の促進 

・企業版ふるさと納税

の推進 

 

ふるさと納税寄付件数 

198９件（2018） 

 5年後→ 2300件 

今金町ふるさと応援大使やさっぽろ今金

会等、今金出身者やゆかりのある方々と更

なる連携を図り、町のＰＲ等を通して、新

たな関係人口、交流人口の増加を図ります。 

 

総合計画上の位置づけ 

■ 基本計画１０ 社会教育     （５）国際交流活動の推進 

■ 基本計画１４ 商工業振興   （２）多様なビジネス展開の促進 

■ 基本計画１５ 観光・交流・定住（２）観光・交流・定住に関するコーディネート機能等の整備 

■ 基本計画１５ 観光・交流・定住（３）地域資源を活かした観光・交流の推進 
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基本目標３．若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

（１）基本とする目標 

   合計特殊出生率：全国平均との乖離を縮小し、２０２４年までに全国水準の   

1.43まで引き上げる。   今金町 1.39（2018） 

 
 

（２）講ずべき施策に関する基本的方向 

本町は国保病院、介護老人保健施設、認定こども園いまかね等医療・福祉・教育

サービス機能が保たれています。今後は、救急医療・かかりつけ医療の確保、乳幼

児などへの福祉サービスの提供体制の確保、幼児・初等・中等教育の確保を図り、

子どもたちが健やかに成長できる地域を目指します。また、子育てをする家庭が仕

事との両立を図ることができるよう、子育ての本来的な役割は家庭にあることを基

本としながらも、地域が子どもを見守り、出産や育児にかかる家庭の負担を軽減

し、若い世代が結婚から出産、子育てに希望を持てる地域の実現を目指します。 

また、子どもの時から「働くこと」や「ふるさと」に興味、関心を持つことや、

地域の一員としての自覚を促す教育を推進するとともに、今金町を支える産業や福

祉、地域づくりの核となるリーダーの系統的な育成に努めます。 

 

（３）具体的な施策・施策ごとの重要業績評価指数 

具体的な施策 主な取り組み 
重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

◆ 積極的な結婚支援や社会気運の醸成 ・結婚希望者への相談

支援 

・婚活交流事業の取組

への助成 

 

婚活参加人数 

 32人（2018） 
５年間 → 延５０人 

若い世代の結婚の願いをかなえるための

出会いの場の提供及びそのための社会気運

を醸成します。また、産業後継者の花嫁不

足解消等を図るため、婚活交流事業の取組

に対する助成、結婚支援を推進します。 

◆ 町の特性を活かした子育て支援の推

進 

・妊婦健康診査等の内

容の拡充 

・不妊治療費等助成事

業の継続 

実施乳幼児健診及び

健康相談の強化 

・母子保健対策の充

実、食育の推進 

 

 

 

 

妊婦健診受診券利用率 
９６％（2018） 

5年後 → 現状維持 

 

妊婦健診未受診率 

 ０％（2018） 

5年後→ 現状維持 

 

乳幼児健診未受診率 

 ０％（2018） 

５年後→ 現状維持 

 

子育て相談の窓口を充実させ、子育て中

の親の交流を活発化させるとともに地域等

で子育てを支援する人への研修会を開催し

ます。また、妊婦検診の助成と医療費・保

育料等の支援及び不妊治療への負担軽減に

ついての検証を行い、制度の充実を図りま

す。 
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具体的な施策 
主な取り組み 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

◆ 町の特性を活かした子育て支援の推

進 
・集団保育・個別保育

の実施 

・心身の機能の伸長と

健全な社会性の成長

発達を支援 

・障がい児保育、特別

支援教育の充実 

集団保育、 

個別保育実施人数 

１人（2018） 

５年間→ ８人 

幼児教育・保育の充実を図るため、心身

発達の心配や遅れのある乳幼児に対して、

集団保育・個別保育を実施し、心身の機能

の伸長と健全な社会性の成長発達を促進ま

す。 

本町に住所を有する者が出産した時に記

念品を贈呈し、出産奨励による人口の増加

を図り、子どもの健全育成を図ります。 

・出産時記念品贈呈の

推進 

 

 

年間出生数  
20人（2018） 

毎年  ２５人 

◆ 教育環境の整備による教育力の向上 ・学習支援体制の確立 

・学校安全対策 

・芸術・文化講演会な

ど学ぶ機会の充実 

・国際講師を配置し英

語力向上の推進 

 

 

特認校児童数 

3人（2018） 

5年間 → １０人 

特別支援員の配置 

5人（2018） 

5年間 → ２６人 

小規模特認校制度による特徴ある教育活

動を推進します。また、小学校と中学校が

緊密に連携・協働して進め、教育指導体制、

家庭・地域の教育力向上など教育環境の充

実に努める。 

◆ 子育て支援による働きやすい環境を

つくりだす 

・放課後児童クラブの

充実 

・男女共同参画の推進 

・延長保育等サポート

体制の整備 

・子育て支援センター

相談機能の充実 

・病後児保育調査研究 

 

待機児童数 

０人（2018） 
５年後→ゼロの継続 

  

 

男女がともに助け合い、互いの能力や個

性を認め合うことで、仕事・生活の分野で

いきいきと活動できる社会を目指します。 

 
 
 

総合計画上の位置づけ 

■ 基本計画 ７ 人の育成   （１）子どもたちへの地域人教育の推進 

■ 基本計画 ８ 子育て支援 （１）幼児教育・保育の充実 

■ 基本計画 ９ 学校教育  （１）小通学生の教育内容の充実 

■ 基本計画 ９ 学校教育  （２）学校給食による食育推進 

■ 基本計画１０  社会教育  （６）社会教育団体の育成支援 

■ 基本計画１１  スポーツ振興（１）スポーツ活動の促進 
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基本目標４．地域をつくり、安心な暮らしを守るとともに地域と地域を 

連携する 

（１）基本とする目標 

 本町の住民基本台帳人口 202４年に、5,030人とする。（2019年 5,228人） 

 

 

（２）講ずべき施策に関する基本的方向 

本町は、交通事故、犯罪の発生や自然災害も少なく安全な環境のもと安心して住ま

える地域です。また、協力意識と行動力のある人が数多く活躍して、まちづくりが保

たれているまちです。今後は、救急時医療、福祉サービスの提供体制の確保、日常的

な買い物機能の確保、生きがいづくりへの取組を推進することで、そこに住み続けた

いと思える生活・定住の環境づくりを進めていきます。 

 

（３）具体的な施策・施策ごとの重要業績評価指数 

具体的な施策 主な取り組み 
重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

◆ 独自の自然・歴史資源の発信によ

る地域の魅力向上 

 

・自然環境などを利用

した事業展開 

・地域資源を活用した 

ＰＲ推進 

・新幹線延伸の魅力発

信と態勢整備 

 

年間宿泊者数 

15,000人（2018） 

5年後→16, 000人 

 

カブトムシやクワガタなど、自然な

どを利用した町の魅力の向上を図り、

総合公園やピリカダム周辺の地域資源

を活用したＰＲを行います。 

新幹線延伸に向け、町の魅力発信と近

隣町との連携態勢の整備を進めます。 

◆ 若者まちづくり活動支援  

・近隣町との交流活動

に対する支援 

・まちおこしや人材育

成を目的としたイベ

ント事業に対する支

援 

 

地域活動支援数 

5件（2018） 

５年間→ １５件 
地域の魅力を高め本町の若者定住を

促進することを目的として、若者を対象

とした賑わいづくりを目指す事業展開

に支援を行います。 

◆ 現在の生活基盤の維持のための支

援の実施 

 

・高齢者や障がい者の

生活支援 

・健康の保持と生活の

向上支援 

 

生活支援者数 

（重度障がい者タクシー 

助成事業等） 

500人（2018） 

５年後→ 600人 

高齢者・障がい者の外出を支援し、社

会的、文化的活動などの社会参加の促進

を図るとともに、健康の保持及び生活の

向上を図ります。 

新たな地域公共交通としてデマンド

（予約制）バスを導入し、交通不便地域

の解消を図り、日常生活に必要な地域住

民の移動手段を確保し、外出支援、利便

性の向上を図ります。 

 

・デマンドバスの導入

の推進 

 

 

デマンドバス利用者数 

3,155人（2018） 

5年後→4,000人 
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◆ 広域連携による経済の活性化 ・北渡島・北部桧山４

町連携会議の推進 

・檜山振興局管内町と

の連携強化 

・東京特別区との連携

事業の推進 

・南北海道定住自立圏

域の事業推進 

 

広域連携事業数 

14件（2018） 

5年後→ ２0件 

共通の課題をもつ自治体間での連携協

力により、広域ネットワークを形成し、

人と経済・文化の交流による相互の発

展、産業・地域活性化など、活力あふれ

る町を目指します。また、観光ＰＲ事業

についても連携を強化し積極的に実施

します。 

◆ 地域ぐるみによる防災体制の充実 ・消防団活動の推進、

団員の確保 

・消防施設の整備、救

急体制の充実 

・自主防災組織への支  

 援 

・防災備蓄品の整備 

・防災行政無線整備 

 

コミュニティタイムライン 

策定数1件（2018） 

 

5年間→ 5件 

町民が地域の中で安心して暮らすこと

ができるよう、自治会・町内会活動の活

発化を促し、災害に強いまちづくりを推

進するとともに、防災意識の高揚を図

る。特に防災行政無線を活用した情報提

供の充実を図る。 

◆ 地域コミュニティの活性化 ・自治会、町内会の活

動への助成 

・拠点集会施設の改修

等の推進 

 

 

施設利用人数 

21,000人（2018） 

5年後→ 2３,000人 

 

地域の課題解決に向けた活動に対し

支援し、地域活動への参加を促進しま

す。また、幅広い町民の声を収集し多様

な声を活かした地域活動を支援します。 

◆ まちのインフラの長寿命化・公共

施設の維持管理の最適化 

・道路・橋りょうの老

朽化対策の推進 

・冬季の交通網の機能

確保 

 

 

除雪路線延長143㎞ 

 

5年後 → 体制維持

(2024) 

道路・橋りょうなど町のインフラの老

朽化に伴い、低コストで安全性を確保で

きるよう、長期的視点に立った計画的・

体系的な点検及び補修を実施します。 

◆ 緊急時の医療の確保と地域医療等

の充実 

 

・他医療機関との密接

な連携強化 

・健康増進による医療

費の適正化 

・医療相談、地域連携

職員の配置 

・緊急医療体制の強化 

 

健康相談・健康教育者数 

1,792人（2018） 

5年後→ 1,800人 

 

地域連携員の配置 

1人（2018） 

 ５年後→ 現状維持１人 

 

救急・災害時の緊急時の広域的な医療

体協体制を整えるとともに、地域に密着

した包括的な保健医療充実に向けた取

り組みを進めます。特に、救急搬送やド

クターヘリの迅速な対応強化を図りま

す。 

  また、国民健康保険等の保険事業の適

正かつ安定のため関係機関と連携を図

ります。 

 

総合計画上の位置づけ 

■ 基本計画 １ 行政経営   （２）地域づくり活動の促進 

■ 基本計画 ６ 福  祉  （２）高齢者介護・福祉の充実 

■ 基本計画 ６ 福  祉  （５）地域福祉の推進 
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第 2 次今金町まち・ひと・しごと創生総合戦略策定に関する経緯 

今金町まち・ひと・しごと創生有識者会議委員名簿 任期：委嘱の日～令和 3 年 3 月 31 日 

 

 

日時 有識者会議等関係 審議内容 

５月 28 日 

 

第 1 回まち・ひと・しごと創生有識者会議 

  

有識者会議委員委嘱 （10 名） 

KPI（重要業績評価指標）の５年

間評価（達成見込み） 

人口ビジョンの見直しと分析確認 

７月 26 日 
第２回まち・ひと・しごと創生有識者会議 

 

今金町まちひとしごと創生総合戦

略の事業評価まとめ、  

具体的な政策事業の意見交換  

7 月 30 日 
今金町まち・ひと・しごと創生本部（定例課

長会議）に概要資料等報告 

中間報告有識者会議協議結果に関

するまとめ「第２次総合戦略」素

案策定資料の作成 

9 月 12 日 
第３回まち・ひと・しごと創生有識者会議 

 

第 2 次総合戦略ＫＰＩの設定審議 

総合戦略策定素案審議 

有識者会議協議結果に関するまと

め【担当課説明者として同席】 

10 月 1 日 

 

第 2 回今金町まち・ひと・しごと創生本部

（定例課長会議）に訂正版を報告 

第２次総合戦略素案後の訂正版  

課長会議提出 

11 月１３日 
第４回まち・ひと・しごと創生有識者会議 

 

第２次今金町総合戦略（案）最終

審議 町長へ提案書提出 

１２月 今金町議会定例会 総務産業常任委員会 第 2 次総合戦略 提出 説明 

NO 役職 氏    名 備   考 

1 委員長 小 川   宏 今金町商工会（商工業関係） 

2 副委員長 大 場 倫 夫 ＪＡ今金町職員（産業、金融関係） 

3 委員 上 野 義 則 今金町自治会町内会連合会 

4 委員 佐 藤   誠 道銀今金支店長（金融関係） 

5 委員 本 庄 伯 幸 今金町校長会(教育関係） 

6 委員 大 谷 長 皓 今金町民生委員児童委員協議会 

7 委員 渡 辺   茂 今金町社会福祉協議会 

8 委員 山 崎 周 一 今金町青年会議 

9 委員 安 西 朋 之 今金町ＰＴＡ連合会（子育て層） 

10 委員 西   裕 美 認定こども園いまかね職員（子育て層） 
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今金町まち・ひと・しごと創生有識者会議設置規則 

平成２７年４月２０日 

今金町規則第１号 

（設置） 

第１条 まち・ひと・しごと創生法第 10 条（平成 26 年法律第 136 号）に基づき、今金町

まち・ひと・しごと創生有識者会議（以下「会議」という。）を設置する。 

（組織） 

第２条 会議は、委員１０人以内で組織し、町長が委嘱する。 

（任期） 

第３条 委員の任期は２年とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（委員長等） 

第４条 会議に委員長及び副委員長を置き、委員の互選により選出する。 

２ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるとき又は委員長が欠けたときは、その職

務を代理する。 

（会議） 

第５条 会議は、委員長が招集する。ただし、委員の委嘱後の最初に開かれる会議は、町長が

これを招集する。 

２ 会議は、委員の過半数の出席がなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数の場合は、委員長の決するとこ

ろによる。 

（意見の聴取等） 

第６条 会議は、必要に応じて委員以外の者の出席を求め、その意見を聴取することができ

る。 

（庶務） 

第７条 会議の庶務は、まちづくり推進課において処理する。 

（報酬等） 

第８条 委員が委員会に出席した場合は、報酬及び費用弁償を支給する。 

２ 委員の報酬及び費用弁償については、今金町非常勤特別職の報酬及び費用弁償に関する条

例第３条及び４条に規定する別表の附属機関の委員その他の構成員に基づき支給する。 

（委任） 

第９条 この規則に定めるもののほか、会議の運営に関し必要な事項は、委員長が別に定め

る。 

   附 則 

 この規則は、平成 27 年４月 20 日から施行する。  
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用 語 集 
 ５０音順 

用語 解説 頁 

ＳＤＧｓ 

（エスディジーズ） 

持続可能な開発目標（SDGs）とは，2001 年

に策定されたミレニアム開発目標（MDGs）の後

継として，2015 年 9 月の国連サミットで採択

された「持続可能な開発のための 2030 アジェ

ンダ」にて記載された 2016 年から 2030 年ま

での国際目標を指します。（外務省ＨＰより） 

３ 

関係人口 「関係人口」とは、移住した「定住人口」でもな

く、観光に来た「交流人口」でもない、地域や地

域の人々と多様に関わる人々のことを指します。 

（総務省ＨＰより） 

 ３ 

２４ 

２５ 

企業版ふるさと納税 企業版ふるさと納税とは、地方公共団体が行う地

方創生の取組に対し志のある企業が地方創生を応

援する税制を指します。 

（内閣府地方創生推進本部ＨＰより） 

 ３ 

 

２５ 

コミュニティタイムライン コミュニティタイムラインとは、地区住民自らが

避難行動できるように事前にある程度被害の発生

が見通せるリスクについて，被害の発生を前提に

時間軸に沿った防災行動を策定しておくことを指

します。（特定非営利活動法人 環境防災総合政策

研究機構ＨＰより） 

２９ 

合計特殊出生率 合計特殊出生率とは、人口統計上の指標で、一人

の女性が出産可能とされる 15 歳から 49 歳まで

に産む子供の数の平均を示す。  

（厚生労働省ＨＰより） 

１２ 

１９ 

２６ 

ＧＩ（日本地理的表示） ＧＩとは、地域には、伝統的な生産方法や気候・

風土・土壌などの生産地等の特性が、品質等の特

性に結びついている産品が多く存在しています。

これらの産品の名称(地理的表示)を知的財産とし

て農林水産省が登録し、保護する制度が「地理的

表示保護制度」を指します。（農林水産省ＨＰよ

り） 

２４ 
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Society5.0 

（ソサエティ５．０） 

Society5.0 とは、サイバー空間（仮想空間）

とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させ

たシステム（ＡＩなど科学技術イノベーション）

により、経済発展と社会的課題の解決を両立す

る、人間中心の社会（Society）を指します。 

（内閣府ＨＰより） 

 

３ 

２３ 

テレワーク テレワークとは、ICT（情報通信技術）を利用

し、時間や場所を有効に活用できる柔軟な働き方

を指します。（総務省） 

２３ 

 デマンドバス 予約型の運行形態の輸送サービスを指し、福祉輸

送（要介護者、身体障害者等であって公共交通機

関を利用することが困難な移動制約者を対象に、

必要な介助等と連続して、又は一体として行われ

る個別的な輸送サービス）や特定施設の送迎サー

ビス等は含まない。（国土交通省ＨＰより） 

２０ 

 

２８ 

 病後児保育 病院・保育所等の付設の専用スペースで、看護

師等が地域の病後児（１０歳未満）を一時的に預

かる事業を指します。 

（厚生労働省ＨＰより） 

２７ 

防災行政無線 防災行政無線とは、都道府県及び市町村が「地域

防災計画」に基づき、それぞれの地域における防

災、応急救助、災害復旧に関する業務に使用する

ことを主な目的として、併せて、平常時には一般

行政事務に使用できる無線局を指します。 

（総務省ＨＰより） 

２９ 

 

 


